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決算発表本格化の米ハイテク株の先行きは？

ポイント①米ハイテク株に下げ止まりの兆しも

今週は米大手ハイテク企業の決算発表が本格化
します。26⽇にアルファベット、マイクロソフト、27⽇
にメタ・プラットフォームズ、28⽇にアップル、アマゾン・
ドット・コムが決算発表を予定しています。これらの
企業は米国株に占める時価総額比率が大きいだ
けに市場の関心も高く、今後の米国株の先行きを
みる上で、重要イベントといえそうです。

7月22⽇時点の米ハイテク業種の年初来株価下
落率は、S&P500情報技術株指数が21.4％、同
コミュニケーション・サービス株指数が29.8％となって
いますが、足元の株価は下げ止まりの動きも⾒られ
始めています（右上図）。米長期金利上昇による
バリュエーション調整や業績失速などを織り込みつつ
あるといえ、株価の下値リスクが徐々に和らぎ始めた
可能性があります。

ポイント②今後は業績拡大基調に回帰する公算

実際、足元で米長期金利の上昇は一服しており、
同金利上昇によるバリュエーション調整圧力は一巡
しつつあると考えられます。また、米ハイテク業種の
EPS（1株当たり利益）前年同期比増減率をみ
ると、2022年4-6月期～7-9月期がボトムになる
とみられており、10-12月期以降は再び業績拡大
基調に回帰するとみられています（右下図）。

ここにきて世界的な消費不況のリスクが高まりつつあ
ることから、デジタル広告市場などの成長を警戒する
向きもあります。ただ、メタバースなど新たな市場分
野の拡大も⾒込まれており、ハイテク業種を取り巻く
環境は悲観一色ではありません。今後の業績拡大
を⾒越し、米ハイテク株に⾒直し買いが入り始めると、
米国株全体のムードも好転することが⾒込まれます。

S&P500情報技術株とコミュニケーション・サービス株指数

S&P500のハイテク業種のEPS前年同期比増減率

期間：2021年1月4⽇～2022年7月22⽇、⽇次
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成

期間：2021年Q1（1-3月期）～2024年Q2（4-6月期）、四半期
・2022年Q2以降は7月22⽇時点のBloomberg予想
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成

80

90

100

110

120

130

140

21/1 21/4 21/7 21/10 22/1 22/4 22/7

（21/1/4=100）

（年/月）

S&P500
情報技術株指数

S&P500コミュニケーション・
サービス株指数

個別銘柄の記載は、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下
落を⽰唆するものではありません。

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

21年Q1 Q3 22年Q1 Q3 23年Q1 Q3 24年Q1

情報技術 コミュニケーション・サービス

（%）


	スライド番号 1

